
掛川市は、市民・地域・企業・市民活動団体等との「協働」とともに、市民の生命・身体・財産

を守るための国や県の支援策を最大限に活用し、国土強靭化に関する市の施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、平成27年度に防災先進都市として、県内市町で最初の国土強靱化地域計画を

策定した。

策定以降の災害から得られた知見、国の動きを踏まえ、市民等、事業者及び市の「協働」により、

今後さらに強靱なまちづくりを推進するため、計画内容の充実を図り、「掛川市国土強靭化地域計

画」を改定する。

基本理念

誰もが住みたくなる、強く、安心なまちづくり計画

基本目標

①人命の保護が最大限図られること

②地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

③市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

④迅速な復旧復興

対象とする災害
南海トラフ巨大地震や土砂災害など、全ての大規模な自然災害

掛川市国土強靱化地域計画
（掛川市地震・津波アクションプログラム）（概要版）

第１章 基本的な考え方

第２章 脆弱性評価

第３章 国土強靱化の推進方針

第４章 計画の推進

推進方針に基づく具体的施策 111項目の抽出・推進

「国土強靱化推進のための主要な施策」（本編P53）の項目について、定期的に調査を実施して、

進捗管理、評価等を行い、必要に応じ取組みの手法や目標等の見直しを行っていく。

本計画の見直し

社会情勢等の変化や施策の進捗状況等を考慮し、概ね５年ごとに計画内容の見直しを行う。

リスクシナリオの重点化

限られた資源で効率的・効果的に国土強靱化を進めるため、市の役割や影響、緊急度の観点から、

18の重点化すべきリスクシナリオを選定し事業を推進する。

リスクシナリオごとの推進方針

脆弱性評価及び重要な課題を踏まえ、リスクシナリオを回避し、基本目標を達成するため、国土

強靱化に資する施策を検討し、リスクシナリオごとに推進方針として取りまとめる。（次頁参照）

【計画期間】令和８年度から令和12年度

「事前に備えるべき目標」と「リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」

基本目標を達成するため、７つの「事前に備えるべき目標」と、その妨げとなるものとして

31の「リスクシナリオ」を設定する。（次頁参照）

脆弱性評価

リスクシナリオを回避するために必要な、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する

施策群を整理し、リスクシナリオごとの現状の脆弱性（現状、課題、課題解決のための施策等）

をまとめる。（「リスクシナリオごとの脆弱性評価結果」（本編P35））

施策を推進する上で特に配慮すべき重要な課題

（１）事前復興の視点を取り入れた安全・安心で魅力ある地域づくり

（２）ハード対策とソフト対策の効果的な連携

（３）広域災害に備えた地域防災力の強化、民間との連携

（４）行政機能、情報通信、警察・消防及び自衛隊等による救助・救急活動の確保

（５）地域交通ネットワークの機能確保、代替性確保及び輸送モード相互の連携
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リスクシナリオごとの推進方針、重点化すべきリスクシナリオ

重
点

推進方針（一部）
31のリスクシナリオ

（起きてはならない最悪の事態）
事前に備え
るべき目標

●

○住宅・建築物の耐震化、老朽空き家
対策

○学校等多数の者が利用する建築物の
耐震化

大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定
多数が集まる施設等の複合的・大規模倒
壊による多数の死傷者の発生

1－1

１ あらゆ
る自然災害
に対し、直
接死を最大
限防ぐ

●
○消防施設・設備の充実、地域の消防

力の確保
○感震ブレーカー設置の推進

地震に伴う密集市街地等の大規模火災の
発生による多数の死傷者の発生

1－2

●

○海岸防災林の強化
○津波避難計画等の策定、津波避難施

設の整備、適切な避難行動の周知徹
底

大規模津波による多数の死傷者の発生1－3

●
○河川及び洪水調整施設等の整備
○洪水及び高潮ハザードマップの作成、

水防訓練の実施

突発的又は広域的な洪水・高潮に伴う長
期的な市街地等の浸水による多数の 死傷
者の発生

1－4

●

○地すべり防止施設、砂防設備、急傾
斜地崩壊防止施設の整備

○避難所を保全する土砂災害防止施設
の整備促進

大規模な土砂災害等による多数の死傷者
の発生

1－5

●
○地域の防災力の充実・強化
○地域防災訓練の充実・強化

警察、消防、海保、自衛隊等の被災等に
よる救助、救急活動等の絶対的不足

2－1
２ 救助・
救 急､医 療
活動が迅速
に行われる
とともに、
被災者等の
健康・避難
生活環境を
確実に確保
することに
より、関連
死を最大限
防ぐ

●
○消防活動拠点における電力供給体制

の確保
○医療救護体制の整備

医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、
支援ルートの途絶、エネルギー供給の途
絶による医療機能の麻痺

2－2

●
○避難所の安全確保
○被災者の健康支援体制の整備

劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理
がもたらす、多数の被災者の健康・ 心理
状態の悪化による死者の発生

2－3

●
○緊急物資備蓄の促進
○上水道の基幹施設の耐震化

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、
生命に関わる物資・エネルギー供給の停
止

2－4

○事業所等における緊急物資備蓄、帰
宅困難者への情報提供

想定を超える大量の帰宅困難者の発生に
よる混乱

2－5

●
○孤立地域における通信手段の確保、

ヘリ誘導訓練の実施
多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時
発生

2－6

○下水道施設の耐震化等大規模な自然災害と感染症との同時発生2－7

●
○広域幹線道路等の防災機能強化
○緊急輸送路等の整備・耐震対策

緊急輸送路等の途絶により救急・救命活
動や支援物資の輸送ができない事態

2－8

●○原子力防災対策の推進
原子力発電所の事故による放射性物質の
放出

2－9

●
○バックアップデータの管理
○ボランティアセンターの充実

市の職員・施設等の被災による機能の大
幅な低下

3－1

３ 必要不
可欠な行政
機能を確保
する

重
点

推進方針（一部）
31のリスクシナリオ

（起きてはならない最悪の事態）
事前に備え
るべき目標

○事業所における地震防災応急計画及
び事業継続計画（BCP）の策定の促
進

サプライチェーンの寸断・一極集中等に
よる企業の生産力・経営執行力低下

4－1
４ 経済活
動を機能不
全に陥らせ
ない

○食料の生産・流通等関係事業所の防
災対策(地震防災応急計画の策定)の
促進

食料等の安定供給の停滞に伴う、市民生
活・社会経済活動への甚大な影響

4－2

○上水道基幹施設の耐震化等
異常渇水等による用水供給途絶に伴う、
生産活動への甚大な影響

4－3

○森林等の多目的機能の向上
農地・森林や生態系等の被害に伴う国土
の荒廃・多面的機能の低下

4－4

●○災害情報の伝達手段の多様化

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフ
ラの障害により、インターネット、防災
メ ー ル 、 公 式 LINE 、 公 式 Ｘ （ 旧
Twitter）など、災害時に活用する情報
サービスが機能停止し、情報の収集・伝
達 ができず避難行動や救助・支援が遅れ
る事態

5－1

５ 情報通
信サービス、
電力等 ライ
フライン、
燃料供給関
連施設、交
通 ネ ッ ト
ワーク 等の
被害を最小
限にとどめ
るとともに、
早期に復旧
させる

○広域避難所等の防災拠点施設におけ
る非常用電源、燃料の確保

電力供給ネットワークの長期間・大規模
にわたる 機能の停止

5－2

○分散自立型エネルギーシステムの促
進

都市ガス供給・石油・ＬＰガス等の燃料
供給施設等の長期間にわたる機能の 停止

5－3

●
○上水道基幹施設の耐震化等
○下水道ＢＣＰの策定促進

上下水道施設の長期間にわたる機能停止5－4

○陸・海・空の多様なモードの連携に
よるネットワークの強化

太平洋ベルト地帯の幹線道路や新幹線が
分断するなど、基幹的陸上海上航空 交通
ネットワークの機能停止による物流・人
流への甚大な影響

5－5

○地域における防災人材の育成・活用
○震災復興のための都市計画行動計画

策定

自然災害後の地域のより良い復興に向け
た事前復興ビジョンや地域合意の欠如等
により、復興が大幅に遅れ地域が衰退す
る事態

6－1

６ 社会・
経済が迅速
かつ従前よ
り強靱な姿
で復興でき
る条件を整
備する

○公共事業の持続的な担い手確保
災害復旧・復興を支える人材等の不足等
により復興できなくなる事態

6－2

●○災害廃棄物の処理体制の見直し
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞
により復興が大幅に遅れる事態

6－3

●
○応急建設住宅、応急借上げ住宅等、

被災者の住宅の支援

事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮
事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅
れる事態

6－4

○発災後、復旧時の埋蔵文化財発掘調
査体制の構築

貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域
コミュニティの崩壊等による有形・ 無形
の文化の衰退・損失

6－5

○震災復興のための都市計画行動計画
策定

風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、
大量の失業・倒産等による経済等への甚
大な影響

6－6

●

○事前復興の視点を取り入れた安全・
安心で魅力ある地域づくり

○内陸・山間部の革新（ふじのくにフ
ロンティアプロジェクトの推進、安
全・安心で魅力ある地域づくり）

企業・住民の流出等による地域活力の低
下

7－1

７ 防災・
減災と地域
成長を両立
させた魅力
ある地域づ
くり-２-

7項目 31項目



掛川市国土強靭化地域計画の見直しについて

１ 計画の見直し方針

２ 主な見直し内容

第１章 基本的な考え方

○ 現行計画は、平成28年度から令和7年度までを計画期間として推進してきた。しかし、社会情勢の変化や災害の激甚化により、令和８年度から５年間を新たな計画期間として改定
○ 令和５年に見直された国の「国土強靭化基本計画」に掲載された目標及びリスクシナリオ等に準拠しながら、掛川市の特性に応じた独自の計画体系を新たに構築
○ これまでの掛川市の強靱化に資する施策について振り返るとともに、近年の災害から得られた教訓や社会情勢の変化等を踏まえ、一層の実効性を伴うよう施策等を再編

• 掛川市がまちづくりの最重要テーマとして掲げている『ＤＥＩ』（多様性、公平性、受
容・包摂）の理念を記すとともに、国土強靱化に向けたこれまでの取組、計画改定の趣
旨、引き続き「掛川市地震・津波対策アクションプログラム」を包括した内容とするこ
と等、記述を追加

• 国の「国土強靭化基本計画」参考にしつつ、掛川市の特性を踏まえ、「事前に備え
るべき目標」と「リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）」を設定した上
で、国土強靱化の推進を図る上で必要な事項を整理

第３章 国土強靭化の推進方針

• 第２章を踏まえた主な施策の推進方針を、現行計画では施策分野ごとにまとめていたが、
脆弱性評価の際に設定した31のリスクシナリオごとに再整理

• 庁内での検討作業・計画推進の際に主担当部局の決定が行いやすくなるよう、担当課、
具体の施策番号（№）を記載

第４章 計画の推進

１ 本計画の見直し

• 具体の施策について、新たな施策の追加、事業の完了や整理により、111項目に見直し
（本編 P53）

具体の施策：

• 各担当課の意見を踏まえた文言及び指標の追加・修正・削除を実施
• 中長期にわたる施策に関しては、短期的な目標値に加え、中長期的な目標値も提示

• 社会情勢の変化や施策の進捗状況等に即応できるよう、計画期間を５年に短縮

計画期間：

２ 具体の施策の推進

【追加した施策】
○機動日勤救急隊運用、救急救命士の安定確保
○消防団資機材の整備 ◯拠点施設の整備維持等
○感震ブレーカー設置の促進
○全ての保育所等との災害時の情報伝達手段の確保
○住民情報や自治体業務データ等を失わないためのバックアップ環境を遠隔地に構築し
て分散管理

○公式LINEへの登録促進（防災情報受信の観点）
○「小型車両系建設機械（整地・解体）」資格取得

このほか、従前の施策についても振り返りを踏まえて、見直しを実施

• 31のリスクシナリオのうち、計画期間内に優先して取り組むべき18事項を選定

３ リスクシナリオの重点化

【重点化の追加事項】
2-6 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生
⇒ 市内に災害時に孤立が予想される集落があり、対策を急ぐ必要があるため、追加

2-9 原子力発電所の事故に伴う放射性物質の放出による甚大な影響
⇒ 掛川市は浜岡原発から比較的近く、事故のリスクへの対応を強化するため、追加

6-3 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態
⇒ 近年、災害廃棄物の処理が課題となっているため、追加

6-4 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態
⇒ 倒壊により自宅に住めなくなった方の安全な住環境確保が必要であり、追加

110項目
（現行）

111項目
（改定案）

10年
（現行）

５年
（改定案）

第２章 脆弱性評価

９の事前に備えるべき目標
40のリスクシナリオ（起きては

ならない最悪の事態）
110の具体の施策

（現行）

７の事前に備えるべき目標
31のリスクシナリオ（起きては

ならない最悪の事態）
111の具体の施策

（改定案）

現状の脆弱性を整理（本編 P35）

【脆弱性評価結果に基づく配慮すべき重要課題に追加した内容】
○災害廃棄物処理計画の策定
○台風、線状降水帯の発生等を踏まえた総合的な流域治水対策の推進
○市のメール配信システム、公式ＬＩＮＥへの登録促進など、デジタル技術の活用等
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国土強靭化の推進のための主要な施策の追加及び削除

追加（8つの施策）

施策内容№ 

○機動日勤救急隊運用、救急救命士の安定確保15

〇消防団資機材の整備（ポンプ車両更新、消防用ホース等）16

○拠点施設の整備維持等（ホースタワー電動化、トイレ設備水洗化、
分団センター建設等）

17

○感震ブレーカー設置の促進18

○バックアップデータの管理82

○公式LINEへの登録促進
（防災情報受信の観点）

93

○全ての保育所等との災害時の情報伝達手段の確保95

「小型車両系建設機械
（整地・解体）」資格取得

106

削除(7つの施策)

削除の理由施策内容

事業が完了し目的を達成したため○社会教育施設（25棟）の耐震化

事業が完了し目的を達成したため○児童福祉施設（22棟）の耐震化

事業が完了し目的を達成したため○中央署の救急隊2隊の確保

事業が完了し目的を達成したため○開川、大溝川の津波対策の整備

事業が完了し目的を達成したため○海岸防災林の再生強化対策を促進

他の取組（市管理橋梁の耐震化）に含ま
れるため

○ＪＲ東海の跨線橋（3橋）の耐震化

公民館等への太陽光発電の設置は、FIT認
定にあたり登記が必要であったり、住民
の合意形成が困難であるため

○スマートコミュニティ化拠点の整備
を促進
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